




































d’Etat d’auxiliaire de vie sociale：略称DEAVS）、パラメディカル職では「医療系介護士」（Diplôme
d’Etat d’aide soignante：略称DEAS）である。福祉系の介護職を総称して「在宅援助員」（Aide à
domicile）といい、全国で幅広く発達している在宅援助サービスの主役である（表 1参照）。約






































https://www.cabrain.net/news/article.do? newsId=28771（2010年 7 月30日確認）






出典　Secrétaire d’Etat a` la Solidarité，（2008）«Vers des plans régionaux des métiers au service des personnes 
handicapées et des personnes âgées dépendantes», Note de technique, Présentation générale et orientations, mardi 
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vii）BRESSE Sophie（2004），“Les services de soins infirmiers à domicile（Ssiad）et l’offre de soins infirmiers
























従来の職業資格（Diplôme professionnel）から2007年 8 月31日のデクレで国家資格（Diplôme
d’Etat）に格上げされた。
訪問看護はフランスでは自営の看護師が全国各地に根を下ろしており、高齢者のための在宅






AMI）と介護行為（actes infirmiers de soin：略称AIS）の 2つに分けられるが、医療系介護士
vi）2007年12月31日現在、医療介護士（DEAS）が療養型病院で占める全職員に対する比率は44％、介護老人
ホームでは30％で、すべてのタイプの高齢者施設では29％である。
PREVOT Jullie（2009）、“L’offre en établissemens d’hébergement pour personnes âgées en 2007”，Etudes
et résultats, N˚689, mai, p. 7
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と自律個別手当に関する2001年 7月20日法」に規定された自律個別手当基金（Fonds de finance-

































ix） 篠崎良勝　八戸大学人間健康学部講師が2010年 6月～ 8月、ホームヘルパーと施設の介護職員を対象にし
た調査結果で、回答者216人という。http://www.medsafe.net/contents/recent/81helper.html（2010年 8
月25日確認）
x） キャリアブレイン　2010年 4月 2日　https://www.cabrain.net/news/article/newsId/27084.html（2010年4
月25日確認）
出典　藤森 宮子（2009）「フランス─社会福祉の現状Ⅰ」、萩原康生、松村祥子、宇佐美耕一、後藤玲子編集代表 
　　『世界の社会福祉年鑑 2009』 第 9 集、旬報社、131頁 
●高齢者の自律喪失負担と個別自律手当（Allocation personnalisée d’autonomie : APA）に関す
る2001年 7 月20日法（2003年 3 月31日法で改正） 
●国の計画「アルツハイマー型等認知症対策」第 1期（2001－2005） 
（認知症罹患本人やその家族への支援プログラム） 
●福祉、医療・福祉活動を刷新する2002年 1 月 2 日法（1975年 6 月30日法の改正）（利用者の権利
強化）　　　 
●病人の権利と保健の質に関する2002年 3 月 4 日法（保健衛生ネットワーク） 
●老年医療ケアネットワークの改善に関する2002年 3 月18日の通達 
●2003年11月 6 日発表の国の計画「老齢と連帯」（2004－2007） 
（移動輸送サービス、夜間巡回サービス、施設代替サービスの振興） 
●在宅訪問看護サービス、在宅介護・介添サービス、在宅介護・看護の多機能サービスの組織と
機能の技術的条件に関する2004年 6 月25日のデクレ 
　（在宅介護・介添サービスの目的に「社会的関係（lien social）の強化」） 
●高齢者および障害者の自律のための連帯に関する2004年 6 月30日法 
→「全国自律連帯金庫Caisse nationale de solidarité pour l’autonomie : CNSA」創設（2004
年 7 月 1 日） 
→「連帯の日」創設（勤労者が休日を一日返上して働く日。高齢者・障害者の福祉施設・サ
ービス刷新のための財政措置） 
●地方の自由と責任に関する2004年 8 月13日法（地方分権化体制の強化） 
●国の計画「アルツハイマー型等認知症対策」第 2期（2004－2007） 
●障害者の権利と機会の平等、参加、市民権に関する2005年 2 月11日法 
（60歳で区分されている高齢者と障害者の境界の解消を規定） 
●2005年 2 月16日「人へのサービス振興」計画を発表 
（ 3年間で50万人の雇用創出を目標） 
●人へのサービス振興および社会的団結の諸施策に関する2005年 7 月26日法 
　　→2005年 9 月「人へのサービス庁」設立 
●国の計画「よい老い方をする（Bien vieillir）」（2007－2009）のモデル事業委員会委員任命を
目的とする2005年 7 月29日のアレテ（保健・連帯・社会保障・高齢者・障害者・家族省） 
●2006年 6 月27日発表　国の 6年計画「連帯と超高齢者」（2007－2012） 
●2007年 3 月14日発表　国の計画「良い対応・虐待（Bientraitance/maltraitance）」 
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て、 1．ひとりの利用者の 4週間の日常生活活動における付き添い（ 4週間）、 2．ひとりの利
用者の臨床実習（ 2週間）、 3．介護（ 5週間）、 4．人間工学（ 1週間）、 5．関係性―コミュ








































と、 4ヵ月間にわたる560時間の実習である（表 4）。研修は 6つの科目単位で構成されていて










えば、国家資格医療心理援助士（diplôme d’Etat d’aide médico-psychologique：略称DEAMP）、
職業教育修了証書（BEP）“保健福祉キャリア”など。科目単位の履修は 4 ヵ月間通して、あ
るいは少しずつ 3年以内に履修してもよい。
出典　Décret n˚2007－348 du 14 mars 2007 relatif diplôme d’Etat d’auxiliaire de vie sociale, Journal officiel de la 
république française, 17 mars 2007 
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視である。「生涯にわたる職業教育と社会的対話に関する2004年 5 月 4 日法」（Loi relative à la




である。同法は生涯職業教育（La formation professionnelle tout au long de la vie）の名称で労









1983年 5 月11日の在宅援助・在宅維持事業所団体の全国労働協約（1983年 5 月18日のアレテで
認可）がある。労働協約は労働組合と使用者との間で締結した書面による取り決めのことであ
り、雇用・労働・職業教育・社会保障など、労働条件全般にわたって規定している。在宅介護
サービス業界の労働協約の中で、2004年 5 月 4 日法の生涯職業教育がどのように取り入れられ
ているのかを見てみようxiii）。






xiii）Convention collective nationale du 11mai 1983（Agréée par arrêté du 18mai 1983）：Organismes d’aide ou





















xi）厚生労働省主催の「今後の介護人材養成の在り方に関する検討会」第 1回 3 月29日　資料 3「介護福祉
士制度の見直し」。厚生労働省ホームページ　http://www.mhlw.go.jp/shingi/2010/04/s0426-5.html（2010
年 7 月 1 日確認）
xii）LESELLIER Jean-Noël（2007），Les services à la personne :comment à marche ?, Wolters Kluwer, p. 156
注 1 ．BAC（baccalauréatバカロレア）は、中等教育修了認定資格。大学入学合格免状取得を意味する 
注 2 ．BEP（職業教育修了証書）、CAP（職業適性証書）は、それぞれ保健福祉職の職業高校卒業免状 
出典  LESELLIER Jean-Noël（2007），Les services à la personne : Comment ça marche,  
　　  Rueil-Malmaison France:Editions Wolters Kluwer, 156頁ほかを参照して作成 
表５．フランスの保健・福祉職の共通等級制度 
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キャリアブレイン　2010年 4 月 2 日
https://www.cabrain.net/news/article/newsId/27084.html（2010年 4 月25日確認）
キャリアブレイン　2010年 7 月29日
https://www.cabrain.net/news/article.do? newsId=28771（2010年 7 月30日確認）
厚生労働省ホームページ
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000000hmwb.html（2010年 8 月15日確認）
厚生労働省主催の「今後の介護人材養成の在り方に関する検討会」第 1回 3 月29日　資料 3「介護福祉士制
度の見直し」。厚生労働省ホームページ
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2010/04/s0426-5.html（2010年 7 月 1 日確認）
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